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区域区分決定の有無

■‌ 区域区分の有無とその理由�
◆‌ 区域区分の有無�
　区域区分を定める。
◆‌ 判断理由�
　無秩序な市街化を防止し、計画的な市
街地の整備と農業や自然環境との調和と
保全を図るため、昭和45年に区域区分を
決定し、以来5回の見直しを経て現在に
至っている。この結果、良好な住宅地や
工業地の形成に一定の効果をもたらし
た。
　近年、人口は減少局面に入っており、
この傾向は今後加速するものと予想され
るとともに、東日本大震災や原子力災害
などの影響により、人口流動が大きくな
っているが、本県中通り北部の拠点とし
て大規模な開発や郊外への無秩序な市街
地の拡大は引き続き懸念される。さらに、
空洞化の進む中心市街地の活性化や少子
高齢化、生活様式の多様化に対応した市
街地の再構築も必要になっている。
　また、市街地の周辺には優良な農地が
広がり、これらは食料生産の基盤である
とともに、豊かな自然環境、良好な景観
を構成する要素となっている。
　これらの自然環境と調和した土地利用
を図り、引き続き適正な土地利用コント
ロールを行う必要がある。

■‌ 区域区分の方針�
‌◆市街化区域及び市街化調整区域におけ
る人口及び産業フレーム�

【‌都市計画区域内人口�】▽平成22年＝約
35万人▽平成32年＝約33万人【‌ 市街化区
域内人口�】▽平成22年＝約24万9000人▽
平成32年＝約23万6000人
※市街化区域内人口は、保留された人口
を含む

【‌製造品出荷額�】▽平成22年＝1兆1622億
円▽平成32年＝1兆3942億円【‌ 商品販売
額�】▽平成22年＝9086億円▽平成32年＝
9185億円【‌ 就業者数※�】▽平成22年＝18
万6200人▽平成32年＝17万5500人①第1
次産業＝平成22年・1万4800人、平成32年・
1万1700人②第2次産業＝平成22年・4万
7200人、平成32年・4万1800人③第3次産
業＝平成22年・12万4300人、平成32年・
12万1900人
※分類不能及び四捨五入の関係から就業
者数と産業別合計があわない場合があ
る。
‌◆市街化の方針�
　将来的には人口は減少に転じると見込
まれることから、現行の市街化区域を維
持することを基本とする。
　市街化調整区域内に開発された住宅団
地における良好な居住環境を維持するた
め、必要な規制・誘導を行う。

■‌ 市街化区域の規模�
　概ね10年後の市街化区域の規模は次の
通り。
　▽平成16年告示面積＝約6207ha▽平成
32年＝約6243ha

（注）平成32年の市街化区域面積には、
人口の保留フレームに対応する市街化区
域面積は含まない

土地利用に関する主要な 
都市 計画の決定方針

■‌ 主要用途の配置方針�
‌◆商業業務地�
▽中心商業業務地
　福島駅東口周辺と一般国道4号、13号
の沿線、（都）中央幹線、（都）腰浜町町
庭坂線に囲まれた既存の商業業務地は、
区域はもとより本県の行政・商業の中心
であり、県庁、市役所等の官公庁、デパ
ート、金融機関、事務所等が集積してい
る。今後も中心商業業務地として、多様
な都市機能の集積を誘導し土地の有効利
用を図る。
　福島駅西口については、東口地区との
連結強化を図りつつ、商業、業務、情報
拠点としての土地利用を進める。
　福島駅周辺の未利用地等については、
商業・業務機能の一層の充実を図るため、
情報機能や居住機能等も併せ持った複合
的土地利用を進める。
▽一般商業地
　中心商業業務地の周辺に関連する商業
地を配置する。また、一般国道4号沿線
の瀬上地区、（一）福島安達線沿道の松
川地区、（主）福島飯坂線沿道の泉地区、

（一）水原福島線沿道の大森地区、伊達
市伊達地区、保原地区、梁川地区、桑折
町と国見町の中心地に日常の購買需要を
賄う地区中心的な商業地を配置する。
　中心商業地から放射状に延びる国道、
県道等の沿道については、沿道サービス
機能を高める配置とする。
　福島市飯坂町の観光温泉施設が集積す
る地区は、観光商業地区として一層の土
地利用を進めるため、その中心地に商業
地区を配置する。
‌◆工業地�
　区域の主要工業は、電気・食料・金属・
化学等であるが、これらの工場は交通の
便のよい郊外部の優良な工業団地を中心
に配置されている。造成の完了した福島
市大笹生、瀬上、上名倉、岡島、松川工
業団地、伊達市の保原工業団地について
は、良好な生産環境の保持に努める。
　既に工業地を形成している福島市太平
寺、杉妻地区、奥羽本線笹木野駅周辺地
区、一般国道4号沿線の清水町地区、（主）
福島飯坂線沿線の泉地区、伊達市の梁川
工業団地、桑折町の桑折工業団地、国見
町北部の山崎工業団地については、特に

周辺住宅市街地に配慮しつつ、操業環境
の維持に努める。
　住居系、商業系等の工業系以外の建物
の立地が進んでいる地区においては、周
辺の土地利用との整合を図りつつ、工業
以外の土地利用への転換を図る。
‌◆流通業務地�
　東北自動車道福島西、福島飯坂、国見
の各インターチェンジ付近とそれに接続
する幹線道路沿道に流通業務地を配置す
る。
‌◆住宅地�
▽既成市街地内の住宅地
　福島市の既成市街地のうち、中心部に
おいては都心居住の促進を図り、都市生
活に便利な中心部に、より多くの人々が
定住できるように努める。また、中心部
の周辺や伊達市、桑折町および国見町の
既存市街地内においては、中低層の住宅
地として良好な環境が形成されるよう努
める。
▽住工複合型住宅地
　住工複合型地区（福島市太平寺、黒岩、
笹木野、清水町地区）においては、土地
利用の純化を目指すことを原則としつ
つ、地区の状況に応じた土地利用の規制・
誘導を行うことにより、住宅以外の用途
との調和に配慮しながら、良好な居住環
境の向上を図る。

■‌ 市街地における建築物の密度の構成に
関する方針�
‌◆商業業務地�
▽中心商業業務地
　県庁、市役所等の官公庁、デパート、
小売店舗、金融機関、事務所等が集中し、
マンション等の住宅も共存する地区であ
る。このため、さまざまな都市機能がコ
ンパクトにまとまった便利な市街地を目
指し、既存の空き地の解消等を図り、低
層建物も許容しながら中高層建物で高密
度な利用を図る。
▽一般商業地
　日常の購買需要を賄う地区中心的な商
業地であり、コンパクトにまとまって便
利な市街地とし、また、周辺の住宅地の
日照をあまり遮らないよう、基本的に中
低層建物で高密度な利用を図る。
‌◆工業地、流通業務地�
▽郊外部の工業団地、流通業務地
　交通の便のよい優良な工業団地等を中
心に配置されているため、従業員の駐車
場、レクリエーション等のための広場、
緩衝緑地等を確保し、基本的に低層建物
で低密度な利用を図る。
▽既存の市街地内の工業地
　周辺の住宅地に対する公害防止に配慮
するものとし、基本的に低層建物で中密
度な利用を図る。
‌◆住宅地�
　福島市の既成市街地のうち、中心部に
おいては、安全で安心して住める市街地

を整備し、高齢者用住宅の供給等により、
都心居住の促進を図り、より多くの人々
が定住できるように努めるため、基本的
に中高層建物で高密度な利用を図る。
　中心部の周辺や伊達市、桑折町、国見
町の既成市街地内においては、基本的に
中低層で中密度な利用を図る。

■‌ 市街地における住宅建設の方針�
　少子高齢化の進行に伴い、住宅ストッ
クの量的充足から、既存ストックの有効
活用と質の向上へ転換を図るとともに、
多様化する住民ニーズに対応しつつ、誰
もが快適に暮らせる良質な住まいづくり
を促進する。
　地域の恵まれた自然環境と調和した街
なみの整備を推進する。中心市街地区域
は、鉄道やバス等の公共交通機関をはじ
めとして、自転車や徒歩により、多種多
様な都市サービスを享受できる生活利便
性の高い都心居住を促進する都市型住宅
地の形成を図る。
　周辺住宅地区は既存の都市基盤ストッ
クを活用しつつ、店舗や事務所等の住宅
以外の用途との共存を図りながら、良好
な居住環境の形成を図る。
　郊外の大規模住宅団地では、高齢者の
ための住環境整備や空家の活用など、持
続可能な地域づくりに努める。
　他市町村からの避難者のための復興公
営住宅の整備にあたっては、将来の都市
づくりとの整合を図りながら、良好な居
住環境の形成を図る。

■‌ 特に配慮すべき市街地の土地利用の方
針�
‌◆土地の高度利用に関する方針�
　福島駅東口の商業業務地区について
は、多様な都市機能の誘導を促進し、駅
前地区としてふさわしい土地の高度利用
を図る。福島駅西口地区については、地
区計画等による適切な誘導と併せて高度
利用を図る。
　官公庁施設の多く立地する杉妻町、五
老内町付近については、土地の有効利用
の観点から高度利用を図る場合にあって
は、ゆとりと潤いのある良好な市街地環
境を形成するため、十分な空地の確保に
努める。
‌◆用途転換、用途純化または用途の複合
化に関する方針�
　土地利用の推移や今後の見通し、さら
に都市施設の整備、面的整備等の状況を
踏まえて必要に応じて適切に用途転換お
よび用途純化を図る。
　特に用途転換については、周辺の土地
利用との整合を図るとともに、その土地
利用計画の実現をより確実にする施策を
講じる。
　福島市の杉妻、郷野目、太平寺地区に
ついては、未利用地が多いものの工場と
住宅が混在していることから、今後面的
整備の動向や工場の立地動向を踏まえ、
住環境の保全を考慮して、一部地域の住
系用途への転換および各用途の純化につ
いて検討する。
　福島駅周辺地区については、工場跡地
などの低未利用地の活用を図り、用途転

換を含め検討を行う。
　用途地域の変更を行うに当たっては、
市町村都市計画マスタープランとの整合
を図りながら、地区計画の設定等により
既存の土地利用との調和を図ることを基
本とする。
‌◆居住環境の改善または維持に関する方
針�
　既成市街地においては、計画的な基盤
整備や低未利用地の宅地化を推進し、郊
外部においては、豊かな自然や周辺環境
との調和を図りながら、地域特性を生か
した快適でゆとりある住環境を創出する
土地利用の促進を図る。
‌◆市街化区域内の緑地または都市の風致
の維持に関する方針�
　良好な自然的環境の保全等を図るた
め、阿武隈川を始めとする河川、市街地
中心部にある信夫山などの水辺空間や緑
豊かな自然環境は、次世代に引き継ぐべ
き貴重な財産として保全する。このため、
今後も風致地区の指定により風致の維持
に努めるとともに、市街化区域内の緑地
等の保全に努める。

■‌ 市街化調整区域の土地利用の方針�
‌◆優良な農地との健全な調和に関する方
針�
　市街化調整区域には、信達平野に広が
る水田、畑および樹園地の優良な農地が
形成されており、かんがい排水事業やほ
場整備事業が実施されている。また、福

島西部と伊達の2本の広域営農団地農道
が区域の農村地域を走っている。
　農地は農業基盤だけでなく、県土維持
や農業を生かした都市との交流促進等、
さまざまな役割を果たすものであること
から、今後も保全に努める。
‌◆災害防止の観点から必要な市街化の抑
制に関する方針�
　洪水や土砂災害等のハザードマップ等
を活用し、住民への情報の周知を徹底す
ること等により、洪水や土砂災害等の恐
れがある区域の宅地化の抑制に努める。
‌◆自然環境形成の観点から必要な保全に
関する方針�
　東部の山地部や阿武隈川とその支川周
辺一帯の区域については、都市の貴重な
自然環境として位置付け、保全に努める。
‌◆秩序ある都市的土地利用の実現に関す
る方針�
　国見町の一般国道4号の沿線地区につ
いては、交通の利便性を生かした地域振
興に資する土地利用を図る。
　伊達市と桑折町の市町境周辺における
一般国道4号の西側沿線地区については、
沿道の土地利用を図るため、流通業務地
としての検討を行う。
　既存集落や高速道路のインターチェン
ジ、駅周辺等、良好な居住環境の維持・
保全、適正な産業の誘導が必要な地区に
ついては、地区計画制度等を活用し、周
辺環境と調和した土地利用を図る。
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導
課
主
幹
兼
副
課
長
が

「
建
築
基
準
法
と
歴
史
的
建

築
物
」
に
つ
い
て
事
例
を
基

に
し
て
説
明
し
た
。

　

昭
和
25
年
制
定
の
建
築
基

準
法
に
対
し
、
以
前
か
ら
の

伝
統
構
法
は
「
出
発
点
、
考

え
方
が
異
な
る
も
の
で
あ

り
、
建
築
基
準
法
の
最
低
基

準
を
満
た
し
て
い
な
い
と
考

え
る
の
は
誤
解
」
と
し
、「
基

準
法
は
伝
統
構
法
を
真
正
面

か
ら
取
り
組
ん
で
こ
な
か
っ

た
」
と
話
し
た
。

　

木
造
軸
組
工
法
は
こ
の
伝

統
構
法
を
基
と
し
構
造
計
算

も
壁
量
計
算
、
施
工
が
プ
レ

カ
ッ
ト
可
と
い
う
点
で
大
き

く
異
な
る
な
ど
、
簡
略
化
し

発
展
さ
せ
た
も
の
で
、
２
者

は
「
別
の
も
の
」。
こ
れ
ま

で
建
基
法
で
は
伝
統
構
法
を

「
既
存
不
適
格
建
築
物
」
と

し
て
扱
っ
て
き
た
が
、
近
年

は
実
大
振
動
台
実
験
な
ど
を

踏
ま
え
見
直
し
の
動
き
が
あ

る
。

　

古
民
家
を
活
用
し
た
改
修

例
を
挙
げ
、
そ
こ
に
か
か
る

都
市
計
画
法
、建
築
基
準
法
、

消
防
法
な
ど
の
チ
ェ
ッ
ク
項

目
を
説
明
し
た
。

　

ま
た
昨
年
10
月
の
国
家
戦

略
特
区
で
は
、
歴
史
的
建
築

物
に
特
例
措
置
を
設
け
、
規

制
改
革
な
ど
を
検
討
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。
こ
れ
を
受
け

て
４
月
に
は
国
土
交
通
省
が

建
築
基
準
法
技
術
的
助
言
を

通
達
。
条
例
制
定
と
そ
れ
を

基
に
し
た
建
築
審
査
会
包
括

同
意
基
準
を
定
め
る
こ
と

で
、
個
別
の
歴
史
的
建
造
物

現
状
変
更
案
件
に
同
審
査
会

の
同
意
を
不
要
と
し
て
い

る
。
こ
の
条
例
づ
く
り
に
は

日
本
建
築
士
会
連
合
会
が
既

に
モ
デ
ル
条
例
案
を
作
成
し

て
い
る
。

　

ま
ち
づ
く
り
推
進
課
の
伏

見
聡
主
任
主
査
は
「
歴
史
ま

ち
づ
く
り
法
に
よ
る
ま
ち
づ

く
り
」
を
説
明
し
た
。
地
域

に
お
け
る
歴
史
的
風
致
の
維

持
及
び
向
上
に
関
す
る
法
律

（
歴
史
ま
ち
づ
く
り
法
、
歴

ま
ち
法
）
は
地
域
の
歴
史
・

文
化
に
裏
打
ち
さ
れ
た
魅
力

あ
る
観
光
立
国
の
実
現
を
図

ろ
う
と
20
年
施
行
。
同
法
に

基
づ
く
歴
史
的
風
致
維
持
向

上
計
画
は
現
在
、
本
県
で
は

白
河
市
の
み
が
認
定
を
受
け

て
い
る
が
全
国
で
は
46
都
市

（
６
月
現
在
）
に
上
る
。

　

認
定
を
受
け
る
こ
と
で
歴

史
的
建
造
物
の
技
術
的
支

援
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た

景
観
規
制
な
ど
特
例
措
置

と
、
社
会
資
本
整
備
総
合
交

付
金
（
ま
ち
づ
く
り
、
都
市

再
生
整
備
、
街
並
み
環
境
整

備
交
付
金
等
、
都
市
再
生
区

画
整
理
事
業
）
に
よ
る
支
援

が
受
け
ら
れ
、
さ
ら
に
一
部

は
補
助
率
の
か
さ
上
げ
も
講

じ
ら
れ
る
。

　

重
点
区
域
を
指
定
し
具
体

的
な
計
画
事
業
を
明
記
す
る

こ
と
が
必
要
と
な
る
が
、
こ

の
事
業
は
「
歴
史
的
風
致
維

持
向
上
」
に
寄
与
す
る
公
共

施
設
で
、
建
築
物
だ
け
で
な

く
庭
園
や
水
路
な
ど
土
木
施

設
に
も
適
用
で
き
る
。
ま
た

歴
史
的
風
致
維
持
向
上
支
援

法
人
を
指
定
す
る
こ
と
で
民

間
活
力
活
用
に
も
つ
な
が

る
。
全
国
で
３
市
４
法
人
あ

り
そ
の
一
つ
が
白
河
市
の

「
し
ら
か
わ
建
築
サ
ポ
ー
ト

セ
ン
タ
ー
」
と
な
る
。

　

伏
見
主
任
主
査
は
県
内
で

こ
の
計
画
が
策
定
可
能
と
思

わ
れ
る
市
町
村
と
し
て
福

島
、
二
本
松
、
国
見
、
桑
折
、

郡
山
、
須
賀
川
、
三
春
、
泉

崎
、
会
津
若
松
、
会
津
坂
下
、

湯
川
、
柳
津
、
会
津
美
里
、

喜
多
方
、
西
会
津
、
猪
苗
代
、

磐
梯
、
下
郷
、
只
見
、
南
会

津
、
相
馬
、
い
わ
き
な
ど
を

挙
げ
た
。

　

生
活
環
境
部
か
ら
は
竹
内

美
紀
子
自
然
保
護
課
主
任
建

築
技
師
が
景
観
法
概
要
、
県

の
景
観
行
政
、
補
助
制
度
な

ど
を
説
明
し
た
。

　

本
県
で
は
バ
ブ
ル
期
の
ゴ

ル
フ
場
等
乱
開
発
を
阻
止
す

る
た
め
元
年
に
県
リ
ゾ
ー
ト

地
域
景
観
形
成
条
例
を
制

定
。
10
年
に
は
県
景
観
条
例

を
制
定
し
12
年
に
は
同
条
例

に
基
づ
く
重
点
地
域
を
指
定

す
る
な
ど
、
早
く
か
ら
景
観

に
対
す
る
意
識
醸
成
を
行
っ

て
き
た
。
16
年
の
景
観
法
制

定
に
基
づ
き
、
県
条
例
を
改

正
し
て
い
る
。
景
観
行
政
団

体
は
法
定
団
体
（
自
動
的
に

移
行
し
た
県
と
中
核
市
）
が

３
、
市
町
村
が
６
。
う
ち
景

観
計
画
を
策
定
し
た
の
は
県

と
喜
多
方
、
白
河
、
南
会
津

の
４
団
体
。
24
年
国
土
交
通

省
調
査
に
よ
る
と
景
観
行
政

団
体
移
行
は
須
賀
川
、
二
本

松
、
南
相
馬
、
猪
苗
代
、
棚

倉
、
古
殿
、
飯
舘
の
７
団
体
、

景
観
計
画
策
定
に
は
三
春
、

会
津
若
松
、
福
島
、
郡
山
、

二
本
松
、
古
殿
、
飯
舘
の
７

団
体
が
意
向
を
示
し
て
い
る

と
い
う
。

　

景
観
は
「
観
光
、
農
業
、

地
場
産
業
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な

テ
ー
マ
で
独
自
性
を
発
揮
す

る
た
め
の
ツ
ー
ル
に
な
り
う

る
。
県
は
そ
の
取
り
組
み
を

サ
ポ
ー
ト
し
て
い
き
た
い
」

と
話
し
「
過
去
の
人
た
ち
の

英
知
、
積
み
重
ね
た
文
化
や

歴
史
を
受
け
継
ぎ
、
次
代
に

伝
承
す
る
責
任
が
あ
る
」
と

い
う
小
樽
再
生
フ
ォ
ー
ラ
ム

顧
問
の
峯
山
冨
美
氏
の
言
葉

を
紹
介
し
た
。

第６回ヘリテージ
マネージャー講習

文
化
財
補
助
制
度
な　

　

ど

学
ぶ

歴
ま
ち
法　

メ
リ
ッ
ト
、活
用
法
も

市町村名
汚水人口
普及率

下水道
普及率

浄化槽
普及率

福島市
会津若松市
郡山市
いわき市
白河市
須賀川市
喜多方市
相馬市
二本松市
田村市
南相馬市
伊達市
本宮市
桑折町
国見町
川俣町
大玉村
鏡石町
天栄村
下郷町
檜枝岐村
只見町
南会津町
北塩原村
西会津町
磐梯町
猪苗代町
会津坂下町
湯川村
柳津町
三島町
金山町
昭和村
会津美里町
西郷村
泉崎村
中島村
矢吹町
棚倉町
矢祭町
塙町
鮫川村
石川町
玉川村
平田村
浅川町
古殿町
三春町
小野町
広野町
楢葉町
富岡町
川内村
大熊町
双葉町
浪江町
葛尾村
新地町
飯舘村

25年度末現在の県内汚水処理人口等普及率

※アミ掛けは公表対象外市町村

　

国
土
交
通
・
農
林
水
産
・

環
境
省
は
10
日
、
県
内
市
町

村
（
浜
通
り
の
一
部
市
町
村

を
除
く
）
に
お
け
る
25
年
度

末
現
在
の
汚
水
処
理
人
口
普

及
率
を
発
表
し
た
。
90
％
以

上
は
13
市
町
村
で
檜
枝
岐

村
、
湯
川
村
が
１
０
０
％
。

　

本
県
は
い
わ
き
市
、
新
地

町
を
除
く
浜
通
り
の
11
市
町

村
が
調
査
不
能
の
た
め
、
県

全
体
の
数
値
は
公
表
対
象

外
。
本
県
を
除
く
全
国
の
汚

水
処
理
人
口
は
１
億
１
２
１

６
万
人
で
普
及
率
88
・
９
％
。

同
条
件
だ
っ
た
前
年
度
と
比

較
し
０
・
８
㌽
上
昇
し
た
。

　

県
内
で
90
％
以
上
の
自
治

体
は
泉
崎
村
（
99
・
５
％
）、

中
島
村
（
99
・
３
％
）、
北

％
。

‌

※
県
内
市
町
村
別
の
汚
水
処

理
人
口
、
下
水
道
、
浄
化
槽

の
普
及
率
を
左
欄
に
掲
載�

ど
と
の
連
携
を
強
化
す
る
。

既
存
の
水
辺
空
間
を
活
用
し

た
露
出
配
管
な
ど
に
代
表
さ

れ
る
低
コ
ス
ト
で
迅
速
な
整

　

25
年
度
末
の
浄
化
槽
普
及

人
口
が
１
１
２
１
万
人
と
な

っ
た
こ
と
が
、
環
境
省
の
集

計
で
分
か
っ
た
。
浄
化
槽
普

及
人
口
の
総
人
口
に
対
す
る

割
合
（
普
及
率
）
は
８
・
88

％
と
な
り
、
24
年
度
末
よ
り

０
・
13
㌽
上
昇
し
た
。

　

旧
厚
生
省
が
浄
化
槽
の
整

備
を
所
掌
し
て
い
た
時
代
か

ら
、
こ
れ
ま
で
に
国
が
実
施

し
て
き
た
浄
化
槽
の
普
及
促

進
を
目
的
と
す
る
事
業
別
の

普
及
人
口
は
「
浄
化
槽
市
町

村
整
備
推
進
事
業
等
」
が
78

万
人
、「
浄
化
槽
設
置
整
備

事
業
」
が
５
５
９
万
人
、
こ

れ
ら
以
外
に
よ
る
も
の
が
４

備
を
進
め
る
た
め
の
下
水
道

ク
イ
ッ
ク
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
も

引
き
続
き
進
め
る
。

８
３
万
人
と
な
っ
て
い
る
。

　

環
境
省
（
旧
厚
生
省
）
は
、

昭
和
62
年
に
「
浄
化
槽
設
置

整
備
事
業
（
旧
合
併
処
理
浄

化
槽
設
置
整
備
事
業
）」
を

創
設
し
、
市
町
村
を
対
象
と

し
た
補
助
を
行
っ
て
き
た

が
、
平
成
６
年
度
に
は
市
町

村
自
ら
が
設
置
主
体
と
な

り
、
浄
化
槽
の
面
的
整
備
を

推
進
す
る
「
浄
化
槽
市
町
村

整
備
推
進
事
業
（
旧
・
特
定

地
域
生
活
排
水
処
理
事
業
）」

を
創
設
。
26
年
度
の
時
点
で

44
都
道
府
県
２
９
０
市
町
村

が
こ
の
事
業
を
実
施
す
る
よ

う
に
な
っ
て
い
る
。

　

22
年
度
か
ら
は
、
省
エ
ネ

型
浄
化
槽
を
整
備
す
る
浄
化

槽
設
置
整
備
事
業
と
浄
化
槽

市
町
村
整
備
推
進
事
業
の
中

に
「
低
炭
素
社
会
対
応
型
浄

化
槽
整
備
推
進
事
業
」
を
新

設
し
、
一
定
の
要
件
を
満
た

す
も
の
は
助
成
率
を
従
来
の

３
分
の
１
か
ら
２
分
の
１
へ

引
き
上
げ
て
い
る
。

価
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）
の
造

成
工
事
は
、
２
分
割
で
の
発

注
と
な
っ
た
。
建
物
の
敷
地

部
分
な
ど
１
期
工
事
の
条
件

付
一
般
競
争
を
９
日
付
で
公

告
。
南
側
に
新
設
す
る
取
付

け
道
路
、
駐
車
場
と
、
２
カ

所
つ
く
る
調
節
池
の
う
ち
南

側
を
含
め
て
施
工
す
る
。
１

期
工
事
の
工
期
は
３
０
９
日

間
。
建
築
工
事
と
工
程
調
整

し
て
、
建
物
部
分
の
造
成
等

を
先
行
さ
せ
る
よ
う
に
な
る

見
通
し
だ‌

∧
公
告
内
容
は
10

日
付
掲
載
∨�

。

　

２
期
工
事
は
高
低
差
の
あ

る
北
側
の
盛
土
や
外
周
の
擁

壁
、
北
側
調
節
池
な
ど
を
施

工
す
る
。
外
構
工
事
は
造
成

工
事
と
別
途
発
注
に
な
る
。

　

◆‌

全
国
の
下
水
道
普
及
率

77
％�　

国
土
交
通
省
な
ど
の

ま
と
め
に
よ
る
と
、
25
年
度

末
の
全
国
の
下
水
道
処
理
人

口
普
及
率
（
本
県
は
公
表
対

象
外
）
は
前
年
度
比
０
・
７

㌽
増
の
７
7
％
、
下
水
道
整

備
人
口
は
９
７
１
４
万
人
に

な
っ
た
。
都
道
府
県
別
で
は

東
京
都
、
神
奈
川
県
、
大
阪

府
の
順
で
高
く
、
徳
島
県
が

16
・
８
％
、
和
歌
山
県
が

23
・
５
％
と
な
る
な
ど
、
都

市
部
と
地
方
部
の
普
及
率
に

は
依
然
、
差
が
あ
る
。

塩
原
村
（
98
・
８
％
）、
磐

梯
町
（
98
％
）、
只
見
町

（

96
・
９
％
）、
天
栄
村

（

96
・
４
％
）、
昭
和
村

（

96
・
３
％
）、
平
田
村

（
94
・
９
％
）
な
ど
。
金
山

町
（
49
・
８
％
）、
小
野
町

（

42
・
９
％
）、
下
郷
町

（

26
・
３
％
）、
川
俣
町

（
19
・
８
％
）
が
50
％
未
満
。

　

ま
た
環
境
省
が
同
日
発
表

し
た
浄
化
槽
普
及
状
況
に
よ

る
と
、
県
内
市
町
村
で
普
及

率
が
最
も
高
か
っ
た
の
は
鮫

川
村
（
68
・
８
％
）。
次
い

で
平
田
村
（
62
・
５
％
）、

三
島
町
（
51
・
６
％
）
の
順
。

全
国
の
普
及
人
口
は
１
１
２

１
万
人
で
、
普
及
率
は
前
年

度
と
ほ
ぼ
同
水
準
の
８
・
88

　

都
道
府
県
別
の
下
水
道
処

理
人
口
普
及
率
の
上
位
は
、

東
京
都
が
99
・
４
％
で
１
位
。

神
奈
川
県
の
96
・
３
％
、
大

阪
府
の
94
・
７
％
、
京
都
府

の
92
・
８
％
、
兵
庫
県
の

92
・
１
％
が
続
い
た
。
普
及

率
が
低
い
の
は
、
徳
島
県
の

16
・
８
％
、
和
歌
山
県
の

23
・
５
％
、
高
知
県
の
35
・

４
％
で
前
年
度
末
と
同
じ
。

　

ま
た
、
下
水
道
に
農
業
集

落
排
水
施
設
や
浄
化
槽
な
ど

を
加
え
た
汚
水
処
理
人
口
普

及
率
（
13
年
度
末
時
点
）
は

０
・
８
㌽
増
の
88
・
９
％
、

処
理
人
口
は
１
億
１
２
１
６

万
人
だ
っ
た
。

　

国
交
省
は
、
効
率
的
な
汚

水
処
理
と
未
整
備
地
域
の
早

期
解
消
を
図
る
た
め
、
人
口

減
少
を
踏
ま
え
た
都
道
府
県

構
想
の
見
直
し
を
下
水
道
管

理
者
に
促
し
、
見
直
し
後
の

区
域
に
対
す
る
重
点
的
な
支

援
や
集
落
排
水
や
浄
化
槽
な

造
成
工
事
は

２
分
割
発
注

医
療
機
器
開
発

評
価
セ
ン
タ
ー

汚 水 処 理
人口普及率

90
％
以
上
は
13
市
町
村

25
年
度
末　

檜
枝
岐
、湯
川
は
100
％

新関主幹兼副課長

竹内主任建築技師�

伏見主任主査

環 境 省

浄
化
槽
人
口
1121
万
人
に

25
年
度
末　

普
及
率
０
・
13
㌽
上
昇

　

県
が
郡
山
市
に
建
設
す
る

医
療
機
器
開
発
・
安
全
性
評


